
証券コード　9983

平成20年11月11日

株 主 各 位

山 口 県 山 口 市 佐 山 717 番 地 １

株式会社　ファーストリテイリング

代表取締役会長兼社長 柳 井 　 正

第47期定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
　さて、下記のとおり当社第47期定時株主総会を開催いたします
ので、ご出席くださいますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら、後記株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決

権行使書用紙に賛否をご表示の上、平成20年11月26日（水曜日）午後６時までに

到着するようご返送ください。よろしくお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日　　　　時 平成20年11月27日（木曜日）午前10時

２．場　　　　所 山口県山口市佐山717番地１　本社会議棟大会議室

３．会議の目的事項

報 告 事 項 １．第47期（平成19年９月１日から平成20年８月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役

会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第47期（平成19年９月１日から平成20年８月31日まで）

計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 取締役５名選任の件

第２号議案 監査役２名選任の件

以　上


◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

◎当社ではインターネット上の当社ウェブサイト（ホームページアドレス

http://www.fastretailing.com/jp/ir）において招集通知を提供しております。なお、株

主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合には、当社

ウェブサイトにおいて周知させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

第47期（平成19年９月１日から平成20年８月31日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、原油に代表される原材料価格

の高騰、急激な円高、米国におけるサブプライムローン問題に端を発した

世界的な金融市場の混乱等により、景気の停滞感が増しております。アパ

レル小売業界におきましては、国内外での競争環境の激化や、ガソリン・

食料品等の値上げによる消費者の選別消費傾向が強まったこともあり、依

然として厳しい状況が続いております。

　国内ユニクロ事業におきましては、シーズンごとのキャンペーン等の販

促活動が功を奏し、ヒートテック、プリントＴシャツ、ドライ商品、ブラ

トップ等の人気商品の売上が好調であったこと等により、売上高は前連結

会計年度を上回る結果となりました。また、値引販売のコントロールを強

化したことや、各シーズンにおける商売の早めの立ち上げに成功したこと

等により、売上高総利益率も大幅に改善しております。その結果、国内ユ

ニクロ事業の業績は、売上高4,623億４千万円（前連結会計年度比8.9％増）

となり、大幅な増収増益を達成しております。なお、当連結会計年度は新

たに直営店56店舗を出店、46店舗を閉店し、当連結会計年度末店舗数は直

営店740店舗となりました。

　海外ユニクロ事業におきましては、通期で初めて営業損益が黒字となり

ました。米国ではニューヨークグローバル旗艦店の業績が順調に推移し、

赤字幅を大きく縮小しております。英国では平成19年11月にロンドン オッ

クスフォードストリートにヨーロッパ初となるグローバル旗艦店をオープ

ンし、ブランドポジションの確立を目指しております。フランスでは平成

19年12月にパリ近郊のラ・デファンス地区にフランス１号店となるコンセ

プトショップをオープンしました。また、中国、香港、韓国では積極的に

出店を進めており、それぞれの地域において売上高、営業利益ともに前連

結会計年度を上回り、順調に業績を拡大しております。

　その他の国内事業におきましては、婦人服専門店を展開するキャビンは、

経営構造の抜本的な改革を推進し、コスト削減や売上高総利益率の改善等

により、営業黒字を達成しました。また、カジュアルウェアブランドを展
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開するジーユー、靴小売専門店を展開するワンゾーン、婦人靴小売専門店

を展開するビューカンパニーにつきましては事業構造改革を進め、不採算

店舗の閉店、コスト削減等を進めた結果、その他の国内事業全体としては

赤字幅が縮小しております。

　その他の海外事業におきましては、ヨーロッパを中心に婦人服ブランド

を展開するコントワー・デ・コトニエ事業と、ランジェリーブランドを展

開するプリンセス タム・タム事業は、ヨーロッパの消費環境の悪化により

成長率が鈍化しております。　

　以上の結果、当連結会計年度におきましては、連結売上高5,864億５千万

円（前連結会計年度比11.7％増）、営業利益874億９千万円（同34.7％増）、

経常利益856億９千万円（同32.7％増）、当期純利益435億２千万円（同

37.0％増）と増収増益となりました。

 

②　設備投資の状況

　当連結会計年度に実施した設備投資の総額は210億円であり、主なものは、

建物等157億円、店舗の敷金39億円、建設協力金12億円であります。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度において、増資、社債の発行及び長期借入等による重要

な資金調達は行っていません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

　当社は靴事業における事業基盤の確立を図るため、株式会社ビューカン

パニーの株式を追加取得し、完全子会社といたしました。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

 単位：百万円

区 分
第 44 期

(平成17年８月期)
第 45 期

(平成18年８月期)
第 46 期

(平成19年８月期)

第 47 期
(当連結会計年度)
(平成20年８月期)

売 上 高 383,973 448,819 525,203 586,451

当 期 純 利 益 33,884 40,437 31,775 43,529

１株当たり当期純利益 331円99銭 397円38銭 311円98銭 427円38銭

総 資 産 272,846 379,655 359,770 404,720

純 資 産 182,349 240,479 243,283 264,014

１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,791円61銭 2,240円77銭 2,357円79銭 2,572円09銭
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(3) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容 所在地

株式会社ユニクロ 1,000,000千円 100.0％ 衣料品関連事業 日 本

UNIQLO（U.K.）LTD. 20,000千英ポンド 100.0％ 衣料品関連事業 英 国

迅銷（江蘇）服飾有限公司 13,300千米ドル 83.3％ 衣料品関連事業 中 国

迅銷（中国）商貿有限公司 6,250千米ドル 100.0％ 衣料品関連事業 中 国

UNIQLO USA, Inc. 30,000千米ドル 100.0％ 衣料品関連事業 米 国

FRL Korea Co., LTD. 24,000,000千ウォン 51.0％ 衣料品関連事業 韓 国

UNIQLO HONG KONG, LIMITED 11,000千香港ドル 100.0％ 衣料品関連事業 香 港

UNIQLO FRANCE S.A.S. 50千ユーロ
100.0％
(100.0％)

衣料品関連事業 フランス

株式会社ワンゾーン 494,500千円 100.0％ 衣料品関連事業 日 本

FR FRANCE S.A.S. 157,025千ユーロ 100.0％ 衣料品関連事業 フランス

Creations Nelson S.A.S. 2,600千ユーロ
100.0％
(100.0％)

衣料品関連事業 フランス

PETIT VEHICULE S.A.S. 2,000千ユーロ
95.0％
(95.0％)

衣料品関連事業 フランス

コントワー・デ・コトニエ
ジャパン株式会社

450,000千円
100.0％
(100.0％)

衣料品関連事業 日 本

株式会社キャビン 450,000千円 100.0％ 衣料品関連事業 日 本

株式会社ジーユー 450,000千円 100.0％ 衣料品関連事業 日 本

株式会社ビューカンパニー 1,661,855千円 100.0％ 衣料品関連事業 日 本

 (注）１．株式会社ビューカンパニーは、平成20年２月に株式を追加取得し、子会社化し

たため、当連結会計年度から連結の範囲に含めております。

２．株式会社ワンゾーンは、当連結会計年度において株式会社ジーユー及び株式会

社ビューカンパニーの事業を承継し、平成20年９月１日付で、株式会社GOVリテ

イリングに商号変更しております。

３．迅銷（江蘇）服飾有限公司の議決権比率は、董事会における議決権比率であり

ます。

４．議決権比率欄の（　）内は、当社の子会社等が所有する議決権の比率を内数で

示しております。
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(4) 企業集団の対処すべき課題

①　ユニクロ事業のグローバル展開

　・海外（特にアジア）での出店加速

　・店舗展開のグローバル化に伴う、生産のグローバル化

　・ウィメンズ商品の強化

　・大型店の効率化と出店加速

　・グローバルマーチャンダイジングの構築

　・グローバルマーケティングの構築

②　国内関連事業の改革

　　平成20年９月１日に、株式会社ワンゾーン・株式会社ジーユー・株式会

　社ビューカンパニーの３社を統合し、株式会社ＧＯＶリテイリングとして

　始動しました。ファーストリテイリング・ユニクロと機能を連動させる組

　織を再構築し、統合による経営の合理化を図るとともに、ブランドコンセ

　プトの再構築を進めてまいります。

(5) 主要な事業内容（平成20年８月31日現在）

　当社グループは、株式会社ファーストリテイリング（当社）、連結子会社

21社、非連結子会社２社、持分法適用関連会社１社、持分法非適用関連会社

１社により構成され、主に衣料品関連事業を営んでおります。
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(6) 主要な営業所及び工場（平成20年８月31日現在）

会 社 名 所 在 地
直 営
店舗数

フランチャ
イズ店舗数

当社 本社：山口県山口市　本部：東京都千代田区 4 ―

株式会社ユニクロ 本社：山口県山口市　本部：東京都千代田区 740 19

UNIQLO（U.K.）LTD. 本社：英国ロンドン市 13 ―

迅銷（中国）商貿有限公司 本社：中国上海市 13 ―

UNIQLO USA, Inc. 本社：米国ニューヨーク州ニューヨーク市 1 ―

FRL Korea Co., LTD. 本社：韓国ソウル特別市 18 ―

UNIQLO HONG KONG, LIMITED 本社：中国特別行政区香港中環 8 ―

UNIQLO FRANCE S.A.S.　 本社：フランス　パリ市 1 ―

株式会社ワンゾーン 本社：東京都千代田区 355 102

Creations Nelson S.A.S. 本社：フランス パリ市 131 192

PETIT VEHICULE S.A.S. 本社：フランス パリ市 109 41

コントワー・デ・コトニエ
ジャパン株式会社

本社：東京都渋谷区 25 ―

株式会社キャビン 本社：東京都新宿区 190 ―

（注）当連結会計年度において、株式会社ワンゾーンが株式会社ジーユー及び株式会社

ビューカンパニーの事業を承継しているため、株式会社ワンゾーンの店舗数に、株式会社

ジーユー及び株式会社ビューカンパニーの店舗数を含めております。
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(7) 使用人の状況（平成20年８月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

8,054人 1,520人増

（注）１．使用人数には、委任型執行役員、パート社員、アルバイト社員、委託社員及び

受入出向社員は含んでおりません。

２．当連結会計年度における使用人数の増加は、主に新卒者採用によるものであり

ます。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

271人 142人増 36歳4ヵ月 6年7ヵ月

（注）１. 使用人数には、委任型執行役員、パート社員、アルバイト社員、委託社員及び

受入出向社員は含んでおりません。

２．当事業年度における使用人数の増加は、主に子会社からの異動によるものであ

ります。

(8) 主要な借入先の状況（平成20年８月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株式会社みずほフィナンシャルグループ 10,132百万円

株式会社三井住友フィナンシャルグループ 8,118百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 8 －



２．会社の状況
(1) 株式の状況（平成20年８月31日現在）

イ．発行可能株式総数 300,000,000株

ロ．発行済株式の総数 106,073,656株

ハ．株主数 6,574人

ニ．１単元の株式数 100株

ホ．発行済株式総数の10分の１以上の数の株式を保有する大株主

株 主 名
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数 出 資 比 率

柳 井 　 正 28,297千株 27.78％

（注）　出資比率は自己株式（4,223,582株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況（平成20年８月31日現在）

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況

　該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

　該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況（平成20年８月31日現在）

①　取締役及び監査役の状況

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当及び他の法人等の代表状況等

代表取締役会長兼社長 柳 　 井 　 　 　 正
㈱ユニクロ代表取締役会長兼社
長、他子会社７社代表

取 締 役 松 　 下 　 　 　 正
㈱グローバルリテイリング代表
取締役、他子会社５社代表

取 締 役 半 　 林 　 　 　 亨  

取 締 役 服 　 部 　 暢 　 達
一橋大学大学院国際企業戦略研究科客員
教授、㈲服部暢達事務所代表取締役

取 締 役 村 　 山 　 　 　 徹 アクセンチュア㈱取締役会長

常 勤 監 査 役 田 　 中 　 　 　 明  

監 査 役 安 　 本 　  　 晴  安本公認会計士事務所所長

監 査 役 清 　 水 　 紀 　 彦 一橋大学大学院国際企業戦略研究科客員教授

監 査 役 渡 　 邊 　 　 　 顯 成和明哲法律事務所代表

監 査 役 太 　 田 　 　 　 穰 長島・大野・常松法律事務所パートナー

（注）１．取締役半林亨氏、服部暢達氏及び村山徹氏は、会社法第２条第15号に定める社

外取締役であります。

２．監査役安本晴氏、清水紀彦氏、渡邊顯氏及び太田穰氏は、会社法第２条第16

号に定める社外監査役であります。

３．監査役安本晴氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有しております。

４．当社は、取締役村山徹氏が取締役会長をつとめるアクセンチュア㈱とコンサル

ティング業務に関する委託契約を結んでおります。

②　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支給人員 支 給 額 摘 要

取 締 役
（うち社外取締役分）

６名
 （３名）

324
 （28

百万円
百万円）

株主総会決議（平成18年11
月24日）による報酬限度額
1,000百万円（年額）

監 査 役
（うち社外監査役分）

５名
（４名）

55
 （40

百万円
百万円）

株主総会決議（平成15年11
月26日）による報酬限度額
100百万円（年額）

合 計
（うち社外役員）

11名
（７名）

379
 （68

百万円
百万円）
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③　社外役員に関する事項

イ．他の会社の社外役員の兼任状況 

地　位 氏　名 兼任・兼職先 兼任・兼職内容

取締役  半　林　　　亨
 前田建設工業株式会社 社外取締役

 ユニチカ株式会社 社外監査役

取締役  服　部　暢　達
 みらかホールディングス

株式会社

社外取締役

 

監査役  安　本　　晴

 アスクル株式会社

 株式会社リンク・セオ

リー・ホールディングス

 株式会社ユニクロ

社外監査役

監査役  清　水　紀　彦

 日新製糖株式会社

 株式会社ユニクロ

 ヤマハ発動機株式会社

社外監査役

監査役  渡　邊　　　顯

 ジャパンパイル株式会社

 前田建設工業株式会社
社外取締役

 株式会社角川グループホー

ルディングス
社外監査役
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ロ．当事業年度における主な活動状況 

地　位  氏　名 活　動　状　況

取締役 半　林　　亨

　18回開催された取締役会に全回出席し、企業経営

に携わった見地から意見を述べる等、取締役会の意

思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提

言を行っております。

取締役 服　部　暢　達

　18回開催された取締役会に全回出席し、Ｍ＆Ａ等

の研究の見地から意見を述べる等、取締役会の意思

決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言

を行っております。

取締役 村　山　　徹

　平成19年11月22日の就任後14回開催された取締役

会に全回出席し、経営コンサルティングの見地から

意見を述べる等、取締役会の意思決定の妥当性・適

正性を確保するための助言・提言を行っております。

監査役 安　本　　晴

　18回開催された取締役会に17回出席し、13回開催

された監査役会に全回出席いたしました。公認会計

士としての専門的見地から、取締役会において、取

締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため

の発言を行っております。また、監査役会において、

当社及び当社グループ会社の監査について、適宜、

必要な発言を行っております。

監査役 清　水　紀　彦

　18回開催された取締役会に17回出席し、13回開催

された監査役会に12回出席いたしました。コーポレー

トガバナンス等の研究の見地から、取締役会におい

て、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保す

るための発言を行っております。また、監査役会に

おいて、当社及び当社グループ会社の監査について、

適宜、必要な発言を行っております。
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地　位  氏　名 活　動　状　況

 監査役　 渡　邊　　顯

　18回開催された取締役会に17回出席し、13回開催

された監査役会に全回出席いたしました。弁護士と

しての専門的見地から、取締役会において、取締役

会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発

言を行っております。また、監査役会において、当

社及び当社グループ会社の監査について、適宜、必

要な発言を行っております。

 監査役　 太　田　　穰

　18回開催された取締役会に全回出席し、13回開催

された監査役会に全回出席いたしました。弁護士と

しての専門的見地から、取締役会において、取締役

会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発

言を行っております。また、監査役会において、当

社及び当社グループ会社の監査について、適宜、必

要な発言を行っております。

 ハ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、全社外取締役及び全社外監査

役とも、500万円または法令が規定する額のいずれか高い額としております。
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(4) 会計監査人の状況

イ．会計監査人の名称 新日本有限責任監査法人

　　　なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７

　　月１日をもって新日本有限責任監査法人となりました。

ロ．当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

(1) 当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額 64百万円

(2) 当社及び連結子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 100百万円

※１　当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額は、会社法上の会計監

査人の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬

等の額の合計であります。

※２　当社の重要な子会社のうち、連結子会社９社は当社の会計監査人以外の

監査法人の監査（会社法または金融商品取引法の法律に相当する外国の

法令を含む。）を受けております。

 
ハ．会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初

に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の

理由を報告いたします。

　　　　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、監査役会の同意を得た上で、または、上記の

監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会

の会議の目的とすることといたします。

ニ．責任限定契約の内容の概要

  当社と会計監査人新日本有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の

規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結

しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会計監査人

としての在職中に報酬その他の職務執行の対価として受け、または受け

るべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に二

を乗じて得た額としております。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

①  取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

イ. 　当社の取締役及び執行役員（以下総称して「取締役等」という。）は、

自ら経営理念、当社コードオブコンダクト（以下「ＦＲコードオブコン

ダクト」という。）、及びその他の会社内部規程を遵守し、当社グルー

プ全体における企業倫理・コンプライアンスの徹底を率先して実行する。

また、社会の変化、事業活動の変化及びＦＲコードオブコンダクトの運

用状況に応じて当該各規程の見直しと改定を定期的に行い、その実効性

を確保する。

ロ. 　当社は、コンプライアンスの責任者としてチーフコンプライアンスオ

フィサー（Chief Compliance Officer）を任命するものとし、チーフコ

ンプライアンスオフィサーは、当社及び当社グループの横断的なコンプ

ライアンス体制の整備及び問題点の解決に努めるものとする。

ハ. 　監査役は、経営の意思決定の適法性を確保するため常に取締役会に出

席するものとし、取締役等に対して適宜意見を述べることができるもの

とする。また、取締役等は、必要に応じ外部の弁護士、公認会計士など

の専門家を起用し、法令違反行為を未然に防止し、かつそのために必要

な措置を実施する。取締役等が他の取締役等の法令違反行為を発見した

場合は、直ちに監査役、代表取締役、及びチーフコンプライアンスオフィ

サーに報告するものとする。

②　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

イ. 　取締役等は、当社従業員が、経営理念、ＦＲコードオブコンダクト、

及びその他の会社内部規程を遵守するよう体制を構築し、コンプライア

ンスに関する教育、啓蒙を当社従業員に行い、これを遵守させるものと

する。

ロ. 　当社は、執行部門から独立した監査部門としてグループ監査部を設置

するとともに、コンプライアンスの統括部署として、グループ法務部内

にコンプライアンス専担チームを設置する。
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ハ. 　取締役等は、当社における法令違反その他コンプライアンスに関する

事実を発見した場合には直ちに他の取締役等に報告するものとし、重大

な法令違反については直ちに監査役、代表取締役、及びチーフコンプラ

イアンスオフィサーに報告するものとする。

ニ. 　当社は、法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての

社内報告体制として、社外の弁護士、第三者機関等を直接の情報受領者

とする社内通報システム（以下「ホットライン」という。）を整備する。

ホ. 　社外の有識者、社外監査役（公認会計士）、取締役（うち弁護士１名

を含む。）、執行役員等で構成されるＣＳＲ委員会では、当社グループ

全体のコンプライアンス体制や、社会・環境活動などについて議論を行

い、ＣＳＲ活動への提案を行う。

　さらに、当社グループの中核事業会社である株式会社ユニクロには、

ＦＲコードオブコンダクトの遵守を目的としたＣＯＣ委員会を設置する。

弁護士資格を有する社外監査役、顧問弁護士、常勤監査役、執行役員等

を委員とする同委員会では、ホットラインを通して、ＦＲコードオブコ

ンダクトに抵触するような言動を未然に防ぐ努力を行うとともに、個別

案件の審議や社内への啓発活動を推進していく。

　なお、ホットラインについては、他の当社グループ各社へも導入する。

③　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役等の職務執行に係る以下の文書については、文書管理規程及び機

密情報取扱ガイドラインに基づき、その意思決定プロセス及び業務執行プ

ロセスを証跡として残し、その保存媒体に応じて適切かつ確実に検索性の

高い状態で保存・管理することとし、法令上要求される保管期間内は閲覧

可能な状態を維持していけるよう整備する。　

・  株主総会議事録と関連資料

・  取締役会議事録と関連資料

・  取締役等が主催する重要な会議の議事録と関連資料

・  その他重要な使用人が主催する重要な会議の議事録と関連資料

④　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ. 　当社は、当社及び当社グループ各社に対して、直接または間接に経済

的損失をもたらす可能性、事業の継続を中断、停止させる可能性、また

は当社及び当社グループ各社の信用を毀損し、ブランドイメージを失墜

させる可能性のあるリスクを定期的に分析し、見直し、その管理体制を

整えるものとする。
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ロ. 　不測の事態が発生した場合には、代表取締役または代表取締役が指名

する取締役等を本部長とする対策本部を設置し、必要に応じて、弁護士、

公認会計士等を含む外部アドバイザリーチームを組織し迅速な対応を行

い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止めるものとする。

⑤　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ. 　取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

の基礎として、３名の社外取締役が出席する取締役会を月１回定時に開

催するほか、必要に応じて臨時に開催するものとする。当社及び当社グ

ループ各社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については事前に

代表取締役を議長として構成される経営会議において議論を行い、その

審議を経て執行決定を行うものとする。

ロ. 　取締役会の決定に基づく業務執行については、それぞれの責任者及び

その責任、執行手続の詳細について定めることとする。

⑥　会社ならびに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を

確保するための体制

イ. 　当社グループ各社における業務の適正を確保するため、経営理念及び

ＦＲコードオブコンダクトを当社グループ全てに適用する行動指針とし

て位置づけ、これを基礎として、当社グループ各社で諸規程を定めるも

のとする。

　経営管理については、当社グループ経営管理基本方針を定め、子会社

管理規程に従い、当社による決裁及び当社への報告制度による子会社経

営の管理を行うものとし、必要に応じてモニタリングを行うものとす

る。

　取締役等は、当社グループ各社において、法令違反その他コンプライ

アンスに関する重要な事項を発見した場合には、監査役、代表取締役、

及びチーフコンプライアンスオフィサーに報告するものとする。

ロ. 　当社グループ各社の取締役等は、当社からの経営管理、経営指導内容

が法令に違反し、または各国における企業倫理上問題があるなど、コン

プライアンス上問題があると認めた場合には、グループ監査部、グルー

プＣＳＲ部またはグループ法務部に報告するものとする。報告を受けた

グループ監査部、グループＣＳＲ部またはグループ法務部は直ちに監査

役、代表取締役、及びチーフコンプライアンスオフィサーに報告を行う

とともに、意見を述べることができるものとする。
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⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び使用人の取締役からの独立性に関する事項

イ. 　当社は、監査役会が求めた場合、監査役の職務を補助すべき従業員等

に関する規程を定め、監査役の職務を補助すべき者として、当社の従業

員または弁護士、公認会計士など監査役補助者として相応しい者を任命

することとする。監査役補助者の評価は監査役が行い、監査役補助者の

任命、解任、人事異動、賃金等の改定については監査役会の同意を得た

うえで取締役会が決定することとし、取締役等からの独立を確保するも

のとする。

ロ. 　監査役補助者は業務の執行にかかる役職を兼務しないこととする。

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制及び監査が実効的に行われることを確保するための体

制

イ. 　当社は、取締役等及び従業員が監査役に報告すべき事項及び時期につ

いての規程を定めることとし、当該規程に基づき、取締役等及び従業員

は当社の業務または業績に影響を与える重要な事項について監査役に都

度報告するものとする。前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じ

て、取締役等及び従業員に対して報告を求めることができることとする。

ロ. 　当社は、経営理念及びＦＲコードオブコンダクトの適切な運用を維持

し、法令違反その他のコンプライアンス上の問題について監査役への適

切な報告体制を確保する。監査役は、監査役に対する取締役等または従

業員の報告体制について問題があると認めた場合、取締役等及び取締役

会に意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができるものと

する。

(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして認

識し、恒常的な業績向上と、業績に応じた適正な利益配分を継続的に実施す

ることを基本方針としております。

　株主の皆様に対する配当金につきましては、将来のグループ事業の拡大や

収益向上を図るための資金需要ならびに財務の健全性を考慮した上で、業績

に連動した高配当を実施する方針であります。

　当事業年度の期末配当金につきましては、上記の方針ならびに当連結会計

年度の業績結果を鑑み、当社取締役会での決議により１株につき65円とさせ

ていただきました。この結果、当事業年度の年間配当金は既に実施しており

ます中間配当金１株につき65円を含めまして、130円となります。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成20年８月31日現在）

単位：百万円

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

未 収 法 人 税 等

為 替 予 約

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

（有形固定資産）

建 物 及 び 構 築 物

器具備品及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

（無形固定資産）

の れ ん

そ の 他

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

敷 金 ・ 保 証 金

建 設 協 力 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

263,696

67,248

13,411

102,912

53,778

2,545

6,959

6,607

10,340

△109

141,024

(40,317)

32,661

2,762

3,995

897

(40,837)

28,122

12,714

(59,868)

669

3,756

730

35,629

18,076

1,549

△542

流 動 負 債 118,591

支払手形及び買掛金 57,035

１年以内返済予定長期借入金 3,201

未 払 法 人 税 等 24,570

繰 延 税 金 負 債 3

引 当 金 228

そ の 他 33,552

固 定 負 債 22,114

長 期 借 入 金 16,288

退 職 給 付 引 当 金 253

そ の 他 5,572

負 債 合 計 140,706

純 資 産 の 部

株 主 資 本 259,473

資 本 金 10,273

資 本 剰 余 金 4,999

利 益 剰 余 金 259,756

自 己 株 式 △15,556

評価・換算差額等 2,494

その他有価証券評価差額金 △928

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 3,939

為替換算調整勘定 △517

少数株主持分 2,046

純 資 産 合 計 264,014

資 産 合 計 404,720 負 債 純 資 産 合 計 404,720

（注）　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成19年９月１日から
平成20年８月31日まで)

単位：百万円

科 目 金 額

売 上 高 586,451

売 上 原 価 292,769

売 上 総 利 益 293,682

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 206,189

営 業 利 益 87,493

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,240

そ の 他 512 2,753

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,635

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 379

為 替 差 損 2,001

そ の 他 530 4,547

経 常 利 益 85,698

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 123

子 会 社 債 務 免 除 益 301

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 212

そ の 他 388 1,027

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,005

店 舗 閉 店 損 失 1,290

減 損 損 失 896

構 造 改 革 費 用 1,296

そ の 他 243 4,731

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 81,994

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 38,890

法 人 税 等 調 整 額 △762 38,128

少 数 株 主 利 益 336

当 期 純 利 益 43,529

（注）　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成19年９月１日から
平成20年８月31日まで)

単位：百万円

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成 19年８月 31日残高 10,273 4,999 228,958 △15,546 228,685

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △12,731 △12,731

当 期 純 利 益 43,529 43,529

自 己 株 式 の 取 得 △10 △10

自 己 株 式 の 処 分 0 0 0

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － 0 30,797 △9 30,787

平成 20年８月 31日残高 10,273 4,999 259,756 △15,556 259,473

評 価 ・ 換 算 差 額 等
少数株主
持　　分

純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損　　　益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成 19年８月 31日残高 368 10,393 696 11,458 3,139 243,283

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △12,731

当 期 純 利 益 43,529

自 己 株 式 の 取 得 △10

自 己 株 式 の 処 分 0

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

△1,296 △6,453 △1,213 △8,964 △1,092 △10,057

連結会計年度中の変動額合計 △1,296 △6,453 △1,213 △8,964 △1,092 20,730

平成 20年８月 31日残高 △928 3,939 △517 2,494 2,046 264,014

（注）　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 21社

連結子会社の名称

株式会社ユニクロ

UNIQLO(U.K.)LTD.

迅銷（江蘇）服飾有限公司

UNIQLO USA, Inc.

FRL Korea Co., LTD.

UNIQLO HONG KONG, LIMITED

株式会社ワンゾーン

コントワー・デ・コトニエ ジャパン株式会社

株式会社グローバルリテイリング

株式会社グローバルインベストメント

FR FRANCE S.A.S.

Creations Nelson S.A.S.

UNIQLO FRANCE S.A.S.

PETIT VEHICULE S.A.S.

株式会社キャビン

株式会社ジーユー

迅銷（中国）商貿有限公司

株式会社ビューカンパニー

他３社

　株式会社ビューカンパニーは、平成20年２月に株式を追加取得し、子会社化した

ため、当連結会計年度から連結の範囲に含めております。

　アスペジ・ジャパン株式会社は、保有株式の売却に伴い、連結の範囲から除外し

ております。
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(2) 非連結子会社の名称及び連結の範囲から除いた理由

UNIQLO Design Studio, New York, Inc.

UNIQLO (SINGAPORE) PTE. LTD.

　非連結子会社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金等（持分に見合う額）は、連結計算書類に重要な影

響を及ぼしていないため連結の範囲から除外しております。なお、FAST RETAILING 

(U.K.)LTD.は平成19年11月をもって、清算結了しております。UNIQLO (SINGAPORE) 

PTE. LTD.は当連結会計年度に新規設立された会社であります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社　１社

株式会社リンク・セオリー・ホールディングス（関連会社）

　株式会社ビューカンパニーは、平成20年２月に株式を追加取得し、子会社化した

ため、持分法の適用範囲から除外し、連結の範囲に含めております。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称

非連結子会社

UNIQLO Design Studio, New York, Inc.

UNIQLO (SINGAPORE) PTE. LTD.

関連会社

山東宏利綿針織有限公司

(3) 持分法を適用しない理由

　非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金等（持分に見合う額）からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　迅銷（江蘇）服飾有限公司及び迅銷（中国）商貿有限公司につきましては、中間決算

日の６月30日を、株式会社ビューカンパニーにつきましては、中間決算日の８月20日を

決算日としたうえ連結計算書類を作成しております。連結計算書類を作成するにあたっ

ては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。

　PETIT VEHICULE S.A.S.の決算日は12月31日であり、連結計算書類の作成にあたり、中

間決算日の６月30日の計算書類を使用しておりましたが、親会社と決算日の統一を図る

ため、決算日を８月31日に変更したことに伴い、当連結会計年度は平成19年７月１日か

ら平成20年８月31日までの14ヶ月間の計算書類を使用しております。
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社及び関連会社株式 総平均法による原価法

(2) その他有価証券 時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの：主として総平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ：時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品 ：主として個別法による原価法

(2) 貯蔵品 ：主として最終仕入原価法

４．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産：当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、一

部の国内連結子会社は、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物付属設備を除く）については定額法によっております。在外連結

子会社につきましては、所在地国の会計基準の規定に基づき、主に

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ８年～50年

器具備品及び運搬具 ５年～８年

（追加情報）　 

当社及び国内関係会社は、法人税法改正に伴い、当連結会計年度よ

り、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限

度額まで償却した翌連結会計年度から５年間で均等償却する方法に

変更しております。

この変更に伴う影響については軽微であります。

(2) 無形固定資産：定額法によっております。なお、社内利用のソフトウェアについて

は社内における利用可能期間（３年～５年）に基づく定額法を採用

しております。
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５．引当金の計上方法

(1) 貸倒引当金 ：債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金：一部の連結子会社において、従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。

６．リース取引の処理方法

　当社及び国内連結子会社は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。在外連結子会社につきましては通常の売買取引に準じ

た会計処理によっております。

７．ヘッジ会計の方法

　事業活動に伴う為替変動リスク、金利変動リスクを管理しヘッジするため、為替予

約取引、金利スワップ取引のデリバティブ取引を行っております。ヘッジ会計の方法

につきましては、繰延ヘッジ処理の方法によっております。なお、為替予約が付され

ている外貨建金銭債権債務及び外貨建有価証券につきましては、振当処理を行ってお

ります。

８．連結子会社の資産及び負債の評価の方法

　連結子会社の資産及び負債の評価につきましては、全面時価評価法を採用しており

ます。

９．のれんの償却の方法及び期間

　のれんは、のれんが発生した都度、かつ子会社ごとに判断し、その金額の重要性が

乏しい場合を除き、子会社の実態に基づいた適切な償却期間（計上後20年以内）にお

いて定額法により償却しております。

10．消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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表示方法の変更

　前連結会計年度まで区分掲記しておりました「還付加算金等」（当連結会計年度26百

万円）については、重要性がなくなったため、営業外収益の「その他」に含めて表示し

ております。

　前連結会計年度まで「現金及び預金」に含めて表示しておりました譲渡性預金は、「金

融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会　会計制度委員会報告第14号　平

成20年３月25日最終改正）において有価証券として取り扱うこととされたため、当連結

会計年度より「有価証券」に含めて表示しております。なお、譲渡性預金の残高は前連

結会計年度末は7,000百万円、当連結会計年度末は26,786百万円であります。

連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産

定期預金 265百万円

商品 46百万円

その他無形固定資産 1,524百万円

敷金・保証金 67百万円

計 1,904百万円

上記に対応する債務

１年以内返済予定長期借入金 450百万円

長期借入金 1,151百万円

その他固定負債 177百万円

計 1,778百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 28,509百万円

３．偶発債務

　金融機関からの借入金に対する保証債務 20百万円
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度末の株式数（株）

普 通 株 式 106,073,656

２．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

イ．平成19年11月５日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 6,111,065千円

・１株当たり配当額 60円

・基準日 平成19年８月31日

・効力発生日 平成19年11月26日

ロ．平成20年４月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 6,620,307千円

・１株当たり配当額 65円

・基準日 平成20年２月29日

・効力発生日 平成20年５月15日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度

となるもの

平成20年11月10日開催の取締役会において、次のとおり決議を予定しております。

・配当金の総額 6,620,254千円

・１株当たり配当額 65円

・基準日 平成20年８月31日

・効力発生日 平成20年11月28日

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 2,572円09銭

１株当たり当期純利益 427円38銭
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貸　借　対　照　表

（平成20年８月31日現在）

単位：百万円

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 入 金

有 価 証 券

関係会社短期貸付金

未 収 法 人 税 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

（有形固定資産）

建 物

構 築 物

器 具 備 品

土 地

（無形固定資産）

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

敷 金 ・ 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

105,950

10,147

3,751

77,951

5,244

6,959

868

1,043

△15

146,437

(4,479)

2,508

142

668

1,158

(4,111)

4,054

56

(137,846)

664

122,765

1,021

14,575

490

2,171

55

△3,898

流 動 負 債 12,857

未 払 金 1,544

未 払 費 用 472

預 り 金 10,302

そ の 他 538

固 定 負 債 1,480

預 り 保 証 金 1,480

負 債 合 計 14,338

純 資 産 の 部

株 主 資 本 238,971

資 本 金 10,273

資 本 剰 余 金 4,999

資 本 準 備 金 4,578

その他資本剰余金 420

利 益 剰 余 金 239,254

利 益 準 備 金 818

その他利益剰余金 238,435

別 途 積 立 金 185,100

繰越利益剰余金 53,335

自 己 株 式 △15,556

評価・換算差額等 △922

その他有価証券評価差額金 △922

純 資 産 合 計 238,048

資 産 合 計 252,387 負 債 純 資 産 合 計 252,387

（注）　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成19年９月１日から
平成20年８月31日まで)

単位：百万円

科 目 金 額

営 業 収 益 51,078

営 業 費 用 14,427

営 業 利 益 36,650

営 業 外 収 益

受 取 利 息 25

有 価 証 券 利 息 1,523

還 付 加 算 金 等 26

そ の 他 72 1,646

営 業 外 費 用

支 払 利 息 43

為 替 差 損 654

そ の 他 47 745

経 常 利 益 37,550

特 別 利 益   

関 係 会 社 株 式 売 却 益 4 4

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 13

関 係 会 社 株 式 評 価 損 5,032  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 3,887  

関 係 会 社 株 式 売 却 損 209 9,143

税 引 前 当 期 純 利 益 28,411

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 360

法 人 税 等 調 整 額 581 941

当 期 純 利 益 27,469

（注）　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成19年９月１日から
平成20年８月31日まで)

単位：百万円

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資本準備金

そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成19年８月31日残高 10,273 4,578 420 4,999 818 185,100 38,597 224,515 △15,546 224,242

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △12,731 △12,731 △12,731

当 期 純 利 益 27,469 27,469 27,469

自己株式の取得 △10 △10

自己株式の処分 0 0 0 0

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 ― ― 0 0 ― ― 14,738 14,738 △9 14,728

平成20年８月31日残高 10,273 4,578 420 4,999 818 185,100 53,335 239,254 △15,556 238,971

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成19年８月31日残高 376 376 224,619

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △12,731

当 期 純 利 益 27,469

自己株式の取得 △10

自己株式の処分 0

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

△1,298 △1,298 △1,298

事業年度中の変動額合計 △1,298 △1,298 13,429

平成20年８月31日残高 △922 △922 238,048

（注）　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社及び関連会社株式 総平均法による原価法

(2) その他有価証券 時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの：総平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産：定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ５年～20年

構築物 ５年～20年

器具備品 ５年～８年

（追加情報）　 

当社は、法人税法改正に伴い、当事業年度より、平成19年３月31日

以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却した翌事

業年度から５年間で均等償却する方法に変更しております。

この変更に伴う影響については軽微であります。

(2) 無形固定資産：定額法によっております。なお、社内利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

３．引当金の計上方法

貸倒引当金 ：債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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表示方法の変更

１．前事業年度において流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「預り金」に

ついては、重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。なお、前事業

年度の「預り金」は159百万円であります。

２．前事業年度において区分掲記しておりました「控除対象外消費税額」（当事業年度５

百万円）は、重要性がなくなったため、営業外費用の「その他」に含めて表示しており

ます。

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 2,080百万円

２．関係会社に対する金銭債権、債務

①　短期金銭債権 4,212百万円

②　短期金銭債務 10,186百万円

３．偶発債務

①　家賃保証に対する保証債務 5,477百万円

②　関税延納に対する保証債務 400百万円

③　金融機関からの借入金等に対する保証債務 19,390百万円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引高 49,439百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数

株 式 の 種 類 当事業年度末の株式数（株）

普 通 株 式 4,223,582
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税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別の主な内訳

繰延税金資産 百万円

未払賞与損金算入限度超過額 229

関係会社株式評価損 4,308

貸倒引当金繰入額 1,585

その他有価証券評価差額金　 627

その他 368

　繰延税金資産　小計 7,120

評価性引当額 △5,761

繰延税金資産　合計 1,358

繰延税金資産の純額 1,358百万円

 

　当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目で含まれております。

　流動資産－繰延税金資産　　　　　　　　　　　　　　868百万円

　固定資産－繰延税金資産　　　　　　　　　　　　　　490百万円
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関連当事者との取引に関する注記

属 性 会社等の名称 住 所
資本金又
は出資金
（百万円）

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の所有割
合（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科 目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

連　結
子会社

株 式 会 社
ユ ニ ク ロ

山口県
山口市

1,000
衣 料 品
関連事業

100
兼任
４人

商標使
用契約
関係等

ロイヤリティ
等の受取
（注１）

13,055 営業未収入金 3,190

連　結
子会社

株 式 会 社 グ
ロ ー バ ル
リテイリング

山口県
山口市

95
衣 料 品
関連事業

100
兼任
２人

資金の
貸借関
係等

貸付金の回
収（注２）

498
関係会社長
期 貸 付 金

4,204

連　結
子会社

株式会社ジーユー
東 京 都
千代田区

450
衣 料 品
関連事業

100
兼任
１人

役務の
提供関
係等

資金の貸付
（注２）

659

関係会社短
期 貸 付 金
関係会社長
期 貸 付 金

519
2,717

連　結
子会社

株式会社ワンゾー
ン

東 京 都
千代田区

494
衣 料 品
関連事業

100
兼任
１人

役務の
提供関
係等

資金の貸付
（注２）

1,500

関係会社短
期 貸 付 金
関係会社長
期 貸 付 金

329
1,170

連　結
子会社

株式会社キャビン
東 京 都
新 宿 区

450
衣 料 品
関連事業

100
兼任
１人

　－

寄託契約に
よる資金の
預り（注
２） 

10,000 預 り 金 10,000

連　結
子会社

UNIQLO  USA,  Inc.
ニ ュ ー
ヨーク市

3,494
衣 料 品
関連事業

100 －
役務の
提供関
係等

資金の貸付
（注２）
債務保証
（注３）

1,505
3,383

関係会社短
期 貸 付 金
関係会社長
期 貸 付 金

1,640
2,187

連　結
子会社

FR  FRANCE  S.A.S. パ リ 市 22,177
衣 料 品
関連事業

100
兼任
２人

－

資金の貸付
（注２）
債務保証
（注３）

2,961
17,358

関係会社短
期 貸 付 金
関係会社長
期 貸 付 金

1,125
1,993

連　結
子会社

UNIQLO(U.K.)LTD.
ロンドン
市

4,201
衣 料 品
関連事業

100
兼任
２人

役務の
提供関
係等

債務保証
（注３）

2,570 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）当社はユニクロブランドの使用に対する対価として、ロイヤリティ等を受け取って

おります。ロイヤリティ等については、売上高の一定割合によっており、その料率

はグループ会社との間で同一の合理的な基準により決定しております。

（注２）資金の貸付及び資金の寄託による利率については、市場金利を勘案して利率を合理

的に決定しております。

（注３）当社は借入金、家賃等について債務保証を行っております。

 

リースにより使用する固定資産に関する注記

１．事業年度の末日における取得価額相当額 2,826百万円

２．事業年度の末日における減価償却累計額相当額 1,175百万円

３．事業年度の末日における未経過リース料相当額 1,686百万円

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 2,337円25銭

２．１株当たり当期純利益 269円71銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成20年10月30日

株式会社ファーストリテイリング

取締役会　御中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 園 　 　 マ リ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 坂 田 　 純 孝 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田 中 　 宏 和 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ファースト

リテイリングの平成19年９月１日から平成20年８月31日までの連結会計年度の

連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等

変動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する

意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽

の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査

を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検

討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ファーストリテイリング及び連

結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成20年10月30日

株式会社ファーストリテイリング

取締役会　御中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 園 　 　 マ リ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 坂 田 　 純 孝 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田 中 　 宏 和 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ファーストリテ

イリングの平成19年９月１日から平成20年８月31日までの第47期事業年度の計算書類、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその

附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意

見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期

間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示していると認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成19年９月１日から平成20年８月31日までの第47期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針及び監査計画に従い、各監査役から監査の実施状況及び結果について
報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。 
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針及び監査計画に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に
努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及
び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要
なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議
の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視いたしまし
た。
　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及
びその附属明細書について検討いたしました。 
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第159条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法
に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
一　会計監査人 新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
二  会計監査人の職務の遂行が適正に実施されることを確保するための体制については、指摘

すべき事項は認められません。
(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人 新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成20年11月６日

株式会社ファーストリテイリング　監査役会
常勤監査役 田 中 　 明 
社外監査役 安 本 　晴 
社外監査役 清 水 　 紀 彦 
社外監査役 渡 邊 　 顯 
社外監査役 太 田 　 穰 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　取締役５名選任の件

　　        取締役５名（全員）は、本総会終結の時をもって任期満了となるた

          め、取締役５名の選任をお願いしたいと存じます。

　取締役候補者（全５名）は次のとおりであります。

候補者
番　号

 

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴
（地位、担当、他の法人等の代表状況）

所有する
当社の株
式 の 数

１
柳 井 　 正
(昭和24年２月７日生)

昭和47年８月 当社入社

昭和47年９月 当社取締役

昭和48年８月 当社専務取締役

昭和59年９月 当社代表取締役社長

平成13年６月 ソフトバンク㈱取締役（現

任）

平成14年11月 当社代表取締役会長

平成15年10月 ㈱グローバルリテイリング代

表取締役会長

平成15年10月 ㈱グローバルインベストメン

ト代表取締役会長

平成16年２月 ㈱リンク・ホールディングス

（現㈱リンク・セオリー・

ホールディングス）代表取締

役会長

平成16年11月 UNIQLO USA,Inc. Chairman

（現任）

平成17年３月 ㈱ワンゾーン（現㈱GOVリテイ

リング）代表取締役会長

平成17年４月 ㈱リンク・セオリー・ホール

ディングス取締役会長（現

任）

平成17年４月 FR FRANCE S.A.S. Chairman

28,297,284株
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候補者
番　号

 

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴
（地位、担当、他の法人等の代表状況）

所有する
当社の株
式 の 数

１
柳 井 　 正
(昭和24年２月７日生)

平成17年４月 GLOBAL RETAILING FRANCE

S.A.S.（現UNIQLO FRANCE

S.A.S.）Chairman

平成17年６月 スパークス・アセット・マネ

ジメント投信㈱（現スパーク

ス・グループ㈱）取締役

平成17年９月 当社代表取締役会長兼社長

（現任）

平成17年９月 ㈱グローバルリテイリング代

表取締役会長兼社長

平成17年９月 ㈱グローバルインベストメン

ト代表取締役会長兼社長

平成17年11月 ㈱ユニクロ代表取締役会長兼

社長（現任）

平成17年11月 UNIQLO (U.K.) LTD.

Chairman（現任）

平成18年３月 ㈱ジーユー代表取締役会長

（現任）

平成18年５月 ㈱キャビン代表取締役会長

平成18年９月 ㈱グローバルリテイリング代

表取締役（現任）

平成18年９月 ㈱グローバルインベストメン

ト代表取締役（現任）

平成19年１月 ㈱ビューカンパニー取締役

（現任）

平成20年９月 ㈱キャビン取締役会長（現

任）

平成20年９月 ㈱GOVリテイリング取締役会長

（現任）

平成20年９月 FR FRANCE  S.A.S.  Chairman

兼CEO（現任）

－ 39 －



候補者
番　号

 

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴
（地位、担当、他の法人等の代表状況）

所有する
当社の株
式 の 数

２
松 下 　 正
(昭和35年７月28日生)

昭和61年４月 品川区役所主事　選挙管理委
員会事務局書記

平成元年４月 東京弁護士会　弁護士登録
平成８年10月 東京青山法律事務所パート

ナー
平成10年１月 ジーイー横河メディカルシス

テム㈱入社
平成11年１月 同社取締役
平成12年２月 ＧＥメディカルシステムズ

（米国）上級法律顧問
平成12年11月 ＧＥメディカルシステムズ

（台湾）総経理
平成14年２月 ジーイー横河メディカルシス

テム㈱取締役ＧＰＣ事業部統
括

平成15年３月 日本ゼネラル・エレクトリッ
ク㈱取締役副社長

平成16年５月 ＧＥコンシューマー・ファイ
ナンス㈱シニアカウンセル＆
コンプライアンス／オー
ディットリーダー

平成17年７月 当社顧問
平成17年９月 当社取締役（現任）
平成17年11月 ㈱ユニクロ取締役（現任）
平成17年11月 迅銷（江蘇）服飾有限公司　

董事長
平成18年５月 ㈱キャビン監査役
平成18年７月 FR FRANCE S.A.S. President
平成18年９月 ㈱グローバルリテイリング代

表取締役（現任）
平成18年９月 ㈱グローバルインベストメン

ト代表取締役（現任）
平成18年12月 迅銷（中国）商貿有限公司　

董事長
平成19年３月 Creations Nelson S.A.S. 会

長兼CEO
平成19年３月 コントワー・デ・コトニエ 

ジャパン㈱　代表取締役会長
平成19年６月 PETIT VEHICULE S.A.S. 会長

兼CEO
平成19年11月 ㈱リンク・セオリー・ホール

ディングス取締役（現任）

3,000株
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候補者
番　号

 

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴
（地位、担当、他の法人等の代表状況）

所有する
当社の株
式 の 数

３
半 林 　 亨
(昭和12年１月７日生)

昭和34年４月 日綿實業㈱（現双日㈱）入社

平成元年６月 ニチメン㈱（現双日㈱）取締

役

平成５年６月 同社代表取締役常務

平成７年６月 同社代表取締役専務

平成11年６月 同社代表取締役副社長

平成12年３月 日本国際貿易促進協会副会長

平成12年10月 ニチメン㈱（現双日㈱）代表

取締役社長

平成14年５月 中国陝西省人民政府　国際高

級経済顧問（現任）

平成15年４月 ニチメン・日商岩井ホール

ディングス㈱（現双日㈱）代

表取締役会長・Co-CEO

平成16年６月 双日ホールディングス㈱（現

双日㈱）特別顧問

平成16年６月 中国黒龍江省経済顧問（現

任）

平成16年６月 ユニチカ㈱監査役（現任）

平成17年11月 当社取締役（現任）

平成19年６月 前田建設工業㈱取締役（現

任）

―株
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候補者
番　号

 

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴
（地位、担当、他の法人等の代表状況）

所有する
当社の株
式 の 数

４
服 部 　 暢 達
(昭和32年12月25日生)

昭和56年４月 日産自動車㈱入社

平成元年５月 米国マサチューセッツ工科大

学スローン経営大学院修士課

程修了

平成元年６月 ゴールドマン・サックス・ア

ンド・カンパニーニューヨー

ク本社入社

平成10年11月 同社マネージング・ディレク

ター、M＆Aアドバイザリー業

務統括

平成15年10月 一橋大学大学院国際企業戦略

研究科客員助教授

平成17年７月 みらかホールディングス㈱取

締役（現任）

平成17年11月 当社取締役（現任）

平成18年10月 一橋大学大学院国際企業戦略

研究科客員教授（現任）

―株
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候補者
番　号

 

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴
（地位、担当、他の法人等の代表状況）

所有する
当社の株
式 の 数

５
村 山 　 徹
(昭和29年６月11日生)

昭和55年４月 アーサーアンダーセンアンド

カンパニー（現アクセンチュ

ア㈱）入社

平成10年４月 早稲田大学理工学部非常勤講

師

平成13年４月 明治大学商学部特別招聘教授

平成15年４月 アクセンチュア㈱代表取締役

社長

平成17年４月 早稲田大学理工学部客員教授

平成18年４月 アクセンチュア㈱取締役副会

長

平成18年６月 スパークス・アセット・マネ

ジメント投信㈱（現スパーク

ス・グループ㈱）取締役

平成19年９月 アクセンチュア㈱取締役会長

（現任）

平成19年11月 当社取締役（現任）

平成20年４月 早稲田大学総合研究機構客員

教授（現任）

500株

１．取締役候補者村山徹氏は、アクセンチュア株式会社の取締役会長をつとめており、

当社は同社とコンサルティング業務に関する委託契約を結んでおります。

 他の各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．半林亨氏、服部暢達氏及び村山徹氏は、社外取締役候補者であります。

３．社外取締役候補者に関する注記事項は以下のとおりであります。

(1) 社外取締役候補者とした理由

①　半林亨氏につきましては、長年大手総合商社のトップとして、アパレル小売

業界全体に精通しており、アパレル関連事業を拡大しようとしている当社の

社外取締役に就任するに相応しい者と判断したためであります。

②　服部暢達氏につきましては、米系大手投資銀行での経験を経て、現在はＭ＆

Ａ等を専門に研究しており、今後、Ｍ＆Ａによって事業を拡大しようとして

いる当社の社外取締役に就任するに相応しい者と判断したためであります。

③　村山徹氏につきましては、米系コンサルティング会社のトップとして、経営

に関する豊富な知識・経験を有しており、グループ事業を拡大しようとして

いる当社の社外取締役に就任するに相応しい者と判断したためであります。
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(2) 社外取締役候補者が当社の社外取締役に就任してからの年数

半林亨及び服部暢達の両氏の当社の社外取締役としての在任期間は、本総会終

結の時をもって３年、村山徹氏の当社の社外取締役としての在任期間は、本総

会終結の時をもって１年となります。

(3) 社外取締役との責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役がその期待される役割を十分に発揮できるように、半林亨

氏、服部暢達氏及び村山徹氏と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定す

る責任限定契約を締結しており、再任が承認された場合、当該契約は継続され

ます。なお、当該契約の概要は、次のとおりであります。

会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定

する契約で、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、500万円または法令

が規定する額のいずれか高い額であります。
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　第２号議案　監査役２名選任の件

　　　　　　　監査役２名は、本総会終結の時をもって任期満了となるため、監

　　　　　　査役２名の選任をお願いしたいと存じます。

　　　　　　　監査役候補者（全２名）は次のとおりであります。

              なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴
（地位、担当、他の法人等の代表状況）

所有する当社
の 株 式 数

１
安 本  晴
(昭和29年３月10日生)

昭和53年11月 監査法人朝日会計社(現あず

さ監査法人)入社

昭和57年８月 公認会計士登録

平成４年４月 安本公認会計士事務所所長

(現任)

平成５年11月 当社監査役(現任)

平成13年８月 アスクル㈱監査役(現任)

平成15年６月 ㈱リンク・インターナショ

ナル(現㈱リンク・セオ

リー・ホールディングス)監

査役(現任)

平成17年11月 ㈱ユニクロ監査役（現任）

平成19年４月 中央大学専門職大学院国際

会計研究科特任教授（現

任）

8,000株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴
（地位、担当、他の法人等の代表状況）

所有する当社
の 株 式 数

２
清 水 紀 彦
(昭和15年４月１日生)

昭和38年４月 東京海上火災保険㈱（現東

京海上日動火災保険㈱）入

社

昭和42年９月 ボストンコンサルティング

グループインク入社

昭和45年12月 同社副社長

昭和62年７月 ㈱清水紀彦事務所代表取締

役

平成６年６月 日新製糖㈱監査役（現任）

平成10年４月 早稲田大学アジア太平洋研

究科教授

平成12年10月 一橋大学大学院国際企業戦

略研究科教授

平成15年４月 一橋大学大学院国際企業戦

略研究科客員教授（現任）

平成16年11月 当社監査役（現任）

平成17年11月 ㈱ユニクロ監査役（現任）

平成19年３月 ヤマハ発動機㈱　監査役

（現任）

－ 

（注）１．両監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．安本晴及び清水紀彦の両氏は、いずれも社外監査役候補者であります。

３．社外監査役候補者に関する注記事項は以下のとおりであります。

(1)　社外監査役候補者とした理由

① 安本晴氏につきましては、公認会計士としての専門的知見と豊富な経験

を有しており、また当社の社外監査役としてその職責を適切に果たしてい

ることから、当社の社外監査役に就任するに相応しい者と判断したためで

あります。

② 清水紀彦氏につきましては、国際企業戦略・コーポレートガバナンス等に

関する研究者としての知見と社外監査役としての豊富な経験を有しており、

また当社の社外監査役としてその職責を適切に果たしていることから、当

社の社外監査役に就任するに相応しい者と判断したためであります。
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(2) 社外監査役候補者が当社の社外監査役に就任してからの年数

安本晴氏の当社の社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもっ

て15年、清水紀彦氏の当社の社外監査役としての在任期間は、本総会終結の

時をもって４年となります。

(3) 社外監査役との責任限定契約の内容の概要

当社は、社外監査役がその期待される役割を十分に発揮できるように、安本

晴氏及び清水紀彦氏と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する責任

限定契約を締結しており、再任が承認された場合、当該契約は継続されます。

なお、当該契約の概要は、次のとおりであります。

会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限

定する契約で、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、500万円または法

令が規定する額のいずれか高い額であります。

 

以上
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